
働き方改革推進支援助成金とは

生産性を高めながら労働時間の削減等に取り組む中小企業・小規模事 業者や、傘下企業を支援する
事業主団体に対して助成するものであり、 中小企業における労働時間等の設定の改善の促進を目的
としており、 全４コースの助成金があります。
成果目標の達成状況に応じて、支給対象となる取組の実施に要した経費の一部が支給されます。

支給対象となる取組を決め、成果目標を設定、その達成を目指して実施します

＜導入例＞
労働時間短縮・年休促進支援コース （従業員数７名）
◆外部専門家謝金
【就業規則の変更：10万円】＋【コンサルティング費用：10万円】

⇒計20万円×3/4＝15万円
【納品書・請求書・領収書の発行・管理システム及び電子端末

                                      70万円（設置費込）×4/5＝56万円
・時間外労働の上限設定
（現に有効な36協定において時間外労働と休日労働の合計数80時間

を超えて設定している事業場）
⇒時間外労働と休日労働の合計数を月60時間以下に設定
・年次有給休暇の計画的付与の導入
・対象労働者の時間当たりの賃金額を（5%）引上げ

↓

71万円支給

返済不要 用途自由 雇用の安定化に役立つ助成金を活用してみませんか？

1

令和６年４月から新たに時間外労働の上限規制が適用される

業種（※建設業、運送業、病院等、砂糖製造業（鹿児島

県・沖縄県建設業）のいずれかに該当する中小企業事業主で

労働時間削減等に向けた環境整備に取り組みたい

⇒ 業種別課題対応コース

2
生産性を高め労働時間の削減、年次有給休暇や特別休暇の

取得促進に向けた環境整備を行いたい
⇒

労働時間短縮・

年休促進支援コース

3 勤務間インターバル制度を導入したい ⇒
勤務間インターバル

導入コース

4

中小企業の事業主団体又はその連合団体が、その傘下の事業

主の労働条件の改善のため、時間外労働の削減や賃金引上げ

に向けた取組を実施したい

⇒ 団体推進コース

働き方改革推進支援助成金の詳細につきましては労務相談会でご相談下さい。
お問い合わせ先：令和7年度事業環境変化対応型支援事業専門家

社会保険労務士 高倉彩乃
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